
米国 ドイツ フランス イギリス OECD全体
(1) (2) (3) (4) (5)

総公共支出 35.4% 44.1% 51.0% 42.1% 38.7%

社会支出 22.4% 30.6% 34.3% 26.2% 25.1%
教育 4.7% 4.4% 5.2% 4.8% 4.9%
保健医療 7.7% 7.8% 7.1% 6.1% 5.6%
年金 6.0% 10.1% 12.2% 4.8% 6.5%
勤労年齢の所得補助 2.7% 3.9% 4.8% 4.9% 4.4%
その他社会支出 1.3% 4.4% 5.1% 5.7% 3.7%

その他公共支出 13.0% 13.5% 16.7% 15.9% 13.6%

表 S13.2 金持ち国での公共支出 (2000-2010年平均, 対GDP比 %)

注と出所: この表は Piketty-Saezから拝借した ("Optimal Labor Income Taxation", Handbook of Public Economics, 2014, Table 1)。この表の構築に使っ

たデータ出所は以下の通り . OECD Economic Outlook 2012, Annex Tables 25-31; Adema et al., 2011, Table 1.2; Education at a Glance, OECD
2011, Table B4.1. 総公共支出はあらゆる政府支出を含む (ただし純債務利払いは除く)。その他公共支出は、高齢者や障害者に対する社会サービス、家族

サービス、住宅など他の社会政策分野を含む (Adema et al., 2011, p.21を参照)。2000-2010年平均を上げたのは景気循環による変動をならすため。税の対

GDP比は、総支出の対GDP比より少し低いことに注意。これには理由が二つある: (a) 政府は通常、財政赤字となっている (赤字額はかなり大きいこともあり、

不景気時にはGDPの 5-8 %にもなる), (b) 政府は税金以外からも歳入を得るから (例えば利用者からの料金、政府保有企業からの利潤など)。


